
01

02

04

013

014

015

016

017

018

019

020

※総合評価は、「施策の内容」の総合評価をポイント化したものをベースに自動的に判定しています。

※計画期間である平成30年度（2018年度）から令和9年度（2027年度）の本施策の内容に関する推移を示します。

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

A A A

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

総合評価 A A

※「施策の内容」の総合評価…A=80点以上、B=60点以上80点未満、C=40点以上60点未満、D=20点以上40点未満、E=20点未満
※今後の方向性…①=効果的な事業構成であるため、方向性を維持、②=概ね効果的な事業構成であるが、一部見直し等の余地がある、③=あまり効果的な事業
構成ではないため、見直しの余地が大きい、④=事業構成に問題があるため、抜本的な見直し等が必要

３　「施策」の総合評価

「施策の内容」の
総合評価を
根拠とした

「施策」の総合評価

区分 選択区分 総評（施策の進捗状況や効果等を端的に記載）

A　80点以上
B　60点以上80点未満
C　40点以上60点未満
D　20点以上40点未満
E　20点未満

A
　統合型校務支援システムの活用により校務の効率化を図るとともに、臨時講師・教
員支援員・スクールカウンセラー・学級支援サポーター・通訳等巡回担当員・部活動指
導員の配置や外国語指導助手の派遣、特色ある学校プロジェクトの推進、小中学校施
設の長寿命化改修を実施するなど、学校教育の充実に向けた取組を進めています。

計画期間における達成状況
年度 平成30年度

人権意識を培うため、発達段階に即した人権教育を推進します。

A ① 人権教育課

地域と連携して、それぞれの事情に応じた特色ある学校づくりを進
めるとともに、通学区域の見直しや学校規模の適正化などの教育
課題について、保護者や地域の声を活かした学校運営を図るな
ど、信頼される学校づくりを推進します。

A ①
教育研究支
援課/生涯

学習課

子どもたちの健全な心身の発達を支える給食をより安全に提供す
るため、給食センターや給食施設は計画的・効率的な改修を進め
ます。 A ① 教育総務課

特にいじめや不登校、外国につながる子どもに関する課題等に対
しては、望ましい学級規模によりきめ細かな支援・指導を行うととも
に、専門家等との連携を図りながら組織的な解決につなげます。 A ①

教育研究支
援課/人権

教育課

授業改善に取り組むとともに、保護者との連携により家庭学習を充
実させて、子どもたちの学習意欲を高め、学力の向上に向けた取
組を強化します。 A ① 教育研究支

援課

安全でより快適な学校環境を整えるため、校舎の大規模改造工事
等を順次進めるとともに、平成32年（2020年）度までにすべての小
中学校の普通教室へエアコンを設置します。 A ① 教育総務課

基本的な知識や生活習慣の定着を礎としながら、夢や希望を持ち続け、
自ら未来を切り拓くことを可能にする「生きる力」を身に付けるとともに、
他者を思いやり、多様性を受け止める豊かな心を育むことで、これからの
人生をたくましく歩んでいくことができるよう、教員をはじめ子どもたちに
関わるすべての関係者が子どもたちに向き合い、寄り添いながら、子ども
たちの持っている能力を引き出し、伸ばす教育を推進します。

A ①
教育総務課
/学校教育
課/教育研
究支援課

家庭はすべての教育の出発点であることから、子どもたちが家族と
のふれあいを通して育ち、学べるよう学校教育と連携した家庭教育
の充実に取り組みます。 A ① 教育研究支

援課

２　「施策の内容」の総合評価と今後の方向性
番
号

施策の内容
「施策の内容」の総合評価 今後の方向性

担当課
選択区分 選択区分

担当部局 教育委員会

施策の内容（番号） 013 ～ 020

施策の評価シート(令和４年度分)

１　計画における位置付け

政
策
体
系

総
合
計
画

目標 子どもたちの未来が輝くまちづくり

基本政策 子どもたちの生きる力を育み成長を支える環境の充実 管理コード 010204

施策 学校教育の充実 本冊ページ 49

関連個別計画 津市教育振興ビジョン前期基本計画
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01

02

04

013

効 ◆
実施
評価

誰 ◇
事業
評価

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)82,791 現状維持

新型コロナウイルスによる
入国制限のため、年度当
初は欠員を生じたが、８月
に解消できた。
今後も引き続き適正な配置
に努める。

013-5

外国語指
導助手（Ａ
ＬＴ）活用

事業

教育分野におけ
る英語教育及び
国際理解教育の
推進のため外国
語指導助手を派
遣

英語によるコミュニケーション能力の向上を
図るとともに、外国の文化への興味関心を
高め、豊かな国際感覚を養う

69校に20人を派遣

各小・中・義務教育学校の子ども 69校に20人を派遣

教育研究
支援課

外国人の生の英語及び文化に
触れる機会を提供する

中学校区における重点的な課題につ
いて学校間や教職員間で共有するとと
もに、教員による授業や活動の相互参
観や各中学校区の特色を生かした活
動の充実に係る取り組みを進めた。
今後は、９年間を見据え、校種間の接
続を意識した取組をより一層の充実を
図り、津市架け橋プログラムからつな
がるよう、連続性・一貫性のある学び
に向けた取組を進める。

各中学校区及び義務教育学校
の児童生徒

全ての中学校区及び
義務教育学校で実施

教育研究
支援課

各中学校区及び義務教育学校の特
色を生かした９年間を見据えた教育
活動の充実

2,070 現状維持

55,113 現状維持

不登校傾向の児童生徒数が
減少するとともに、学校アン
ケートにおいて「授業はわかり
やすい」という肯定的回答の上
昇が報告された。
今後も引き続き各校の教育課
題の解決に向けた効果的な配
置を行っていく予定である。

013-4

小中一貫
教育ネクス

ト事業

これまでの小中
一貫教育の取組
を基盤とし、英語
教育や道徳教育
等の授業改善を
図ることにより、
子どもたちに求め
られる資質・能力
を育成

児童生徒の学力の向上、学校生活
の充実及び豊かな人間性や社会性
の育成

全ての中学校区及び
義務教育学校で実施

013-3

臨時講師
活用事業

「生きる力」を育
む指導方法等の
工夫改善への支
援を行うため臨
時講師を配置

児童生徒の総合的な学力の育
成を図る

３７校に３６人配置

各小・中・義務教育学校の児童
生徒

３７校に３６人配置

教育研究
支援課

教育課題に対応し、学力推進に
向けた指導を充実させる

年々生み出される時間が増加
し、令和４年度は、一人当たり
約６３時間となった。年を経て、
当該システムの活用が浸透し
ている。今後も、必要不可欠な
システムとなっている。

市内小・中・義務教育学校の児
童生徒、教職員

教職員のアンケート

学校教育
課

教職員の校務の効率化。子ども
たちと向き合う時間の確保

19,624 現状維持

教育指導に専念できる 25,726 拡充・充実

013-2

統合型校
務支援シ
ステム事

業

子どもたちと向き
合う時間の確保
や校務の効率化
に向け、統合型
校務支援システ
ムを活用

教職員の校務を効率化し、子どもたちと向
き合う時間を確保する。加えて、学校にお
ける働き方改革にもつなげる。

統合型校務支援シス
テムの導入

013-1

教員支援
員配置事

業

教員の負担軽減
を図り、教育指導
に専念し、子ども
と向き合う時間を
確保するために
教員支援員を配
置

教員が子どもと向き合う時間を確
保できる

大規模校に配置
　令和4年度は、前年度より1
人増員し10人を20校に配置し
た。今後、教員支援員の任期
満了、定年対象者数の減少、
定年引き上げ等に伴い再任用
職員の人員確保が難しいが、
教員の支援のため、増員も含
めた効果的な配置ができるよ
う引き続き取り組む。

教員 増員配置・適正配置

教育総務
課

事業の
振り返りとこれから

（実施評価、事業評価、
今後の方向性を選んだ理由）

事業の実施により
直接的に表れる効果

当初の
事業実施計画

誰のための事業か 事業評価の主な視点

担当課 何のための事業か 決算額
今後の
方向性

担当部局 教育委員会

施策の内容
（第２次基本計画）

※目指す方向性・各
事業の実施により期

待される効果

基本的な知識や生活習慣の定着を礎としながら、夢や希望を持ち続け、自ら未来
を切り拓くことを可能にする「生きる力」を身に付けるとともに、他者を思いやり、多
様性を受け止める豊かな心を育むことで、これからの人生をたくましく歩んでいくこ
とができるよう、教員をはじめ子どもたちに関わるすべての関係者が子どもたちに
向き合い、寄り添いながら、子どもたちの持っている能力を引き出し、伸ばす教育を
推進します。

２　「施策の内容」に係る主な事業の評価（事務事業評価）

番
号

事業名
事業の内容

事業の目的 事業の評価

施策 学校教育の充実 本冊ページ 49

関連個別計画 津市教育振興ビジョン前期基本計画（平成30年度～令和４年度）

施策の内容評価シート(令和４年度分)
１　計画における位置付け

政
策
体
系

総
合
計
画

目標 子どもたちの未来が輝くまちづくり

基本政策 子どもたちの生きる力を育み成長を支える環境の充実 管理コード 010204013
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施策の内容評価シート(令和４年度分)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ○

誰 ◇ ○

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

※実施評価（計画どおり実施したか）…◎=計画を達成（100％以上） ○=概ね計画どおり（80％以上～100％未満） △=計画を下回った（50％以上～80％未満） ×=計画を大きく下回った（50％未満）

※事業評価（効果があったか）…◎=大いに効果が認められる ○=ある程度の効果が認められる △=あまり効果がなかった/事業完了前につき効果の発現に至っていない ×=効果を測定できない

※今後の方向性…（さらなる）拡充・充実、現状維持、見直し、廃止、完了

※総合評価は、主な事業の実施状況（実施評価）、事業対象者への効果（事業評価）の評価をポイント化したものをベースに自動的に判定しています。

※今後の方向性は、施策の内容の総合評価および主な事業の今後の方向性をベースに自動的に判定しています。

※計画期間である平成30年度（2018年度）から令和9年度（2027年度）の本施策の内容に関する推移を示します。

今後の
方向性 ① ① ① ① ①

総合評価 A A A A A

計画期間における達成状況
年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

３　「施策の内容」の総合評価 ４　今後の方向性

実施評価・
事業評価を
根拠とした
「施策の内

容」
の総合評価

区分 選択区分

今後の施策の
内容の方向性

区分 選択区分

A　80点以上
B　60点以上80点未満
C　40点以上60点未満
D　20点以上40点未満
E　20点未満

A

①　効果的な事業構成であるた
め、方向性を維持
②　概ね効果的な事業構成である
が、一部見直し等の余地がある
③　あまり効果的な事業構成では
ないため、見直しの余地が大きい
④　事業構成に問題があるため、
抜本的な見直し等が必要

①

013-10

013-9

部活動指導員の配置により、
教職員の過重労働の軽減を進
めながら、専門的な指導を実
施した。
引き続き、部活動指導員の配
置を希望するすべての中学
校・義務教育学校に配置でき
るよう、拡充・充実に取り組む。

教職員が
部活動指導員13人を
配置

教育研究
支援課

子どもと向き合う時間が捻出できるな
ど、部活動以外の教育活動に従事す
ることができる

4,368 拡充・充実

730 現状維持

新型コロナウイルス感染症の
影響により職場体験を実施で
きない学校もあったが、職業講
話や職業インタビューなど、計
画に準じた活動をすべての中・
義務教育学校で実施した。
今後はすべての学校での職場
体験を実施する予定である。

013-8

部活動指
導員配置

事業

教員の部活動指
導に係る負担軽
減を図るため、専
門的な知識や技
能を生かした指
導を部活動の顧
問として行うこと
ができる部活動
指導員を配置

学校現場の教育体制の充実と教
職員の過重労働の軽減を図る

部活動指導員13人を
配置

013-7

中学生職
場体験推
進事業

地域の事業所と
の連携により、各
種施設・企業へ
の職場体験学習
の実施

中学生が地域の事業所で職場体験学習を
したり、職業人からの話を聞いたりすること
で、職業や進路につなげる

すべての中学校区及び
義務教育学校区で実施

中・義務教育学校の生徒
すべての中学校区及び
義務教育学校区で実施

教育研究
支援課

将来の職業や進路に対する関心と理
解を深めるとともに、働く人の思いや
願いを知る

各学校において、学校図書館司
書、図書館担当教員、学校図書館
ボランティア等が連携し、学校図書
館を活用した学習活動や読書活動
の充実を図った。
また、各校において蔵書の充実を
進めることに加え、図書館情報シス
テムを活用した学校間の資料の相
互貸借を進め、資料を充実する取
組を推進した。

各小・中・義務教育学校の児童
生徒

すべての中学校区を対
象に図書館司書19人を
配置

教育研究
支援課

図書館の整備、児童生徒の読書
状況の統計資料等の提供等

44,072 現状維持

013-6

学校図書
館いきいき
推進事業

児童・生徒の読
書活動を推進し、
学校図書館を活
性化させるため
図書館司書を配
置、学校図書館
情報システムを
有効に活用

読書を通じて感性を豊かにし、視野を
広げるとともに、言語能力の素地を
養う

すべての中学校区を対
象に図書館司書19人を
配置
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01

02

04

014

効 ◆
実施
評価

誰 ◇
事業
評価

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

014-5

014-4

014-3

学校の独自性や地域のよさを生かし
て、子どもたちが安心して学べる環境
づくりや学力向上を図る

8,450 現状維持

014-2

014-1

特色ある
学校プロ
ジェクト推
進事業

「特色ある学校プ
ロジェクト」を推進
し、学校・家庭・地
域が一体となった
総合的な教育力
の育成

家庭及び地域と連携し学校の独自性
を生かした特色ある学校づくりの推
進

すべての小・中・義務
教育学校で実施

すべての小・中・義務教育学校
において、特色ある学校プロ
ジェクトに係る取組を実施し
た。
今後は、家庭及び地域と連携
し学校の独自性を生かした取
組のより一層の推進を図り、取
組を進める予定である。

小・中・義務教育学校の児童生
徒

すべての小・中・義務
教育学校で実施

教育研究
支援課

事業の
振り返りとこれから

（実施評価、事業評価、
今後の方向性を選んだ理由）

事業の実施により
直接的に表れる効果

当初の
事業実施計画

誰のための事業か 事業評価の主な視点

担当課 何のための事業か 決算額
今後の
方向性

担当部局 教育委員会

施策の内容
（第２次基本計画）

※目指す方向性・各
事業の実施により期

待される効果

家庭はすべての教育の出発点であることから、子どもたちが家族とのふれあいを
通して育ち、学べるよう学校教育と連携した家庭教育の充実に取り組みます。

２　「施策の内容」に係る主な事業の評価（事務事業評価）

番
号

事業名
事業の内容

事業の目的 事業の評価

施策 学校教育の充実 本冊ページ 49

関連個別計画 津市教育振興ビジョン前期基本計画（平成30年度～令和４年度）

施策の内容評価シート(令和４年度分)
１　計画における位置付け

政
策
体
系

総
合
計
画

目標 子どもたちの未来が輝くまちづくり

基本政策 子どもたちの生きる力を育み成長を支える環境の充実 管理コード 010204014
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施策の内容評価シート(令和４年度分)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

※実施評価（計画どおり実施したか）…◎=計画を達成（100％以上） ○=概ね計画どおり（80％以上～100％未満） △=計画を下回った（50％以上～80％未満） ×=計画を大きく下回った（50％未満）

※事業評価（効果があったか）…◎=大いに効果が認められる ○=ある程度の効果が認められる △=あまり効果がなかった/事業完了前につき効果の発現に至っていない ×=効果を測定できない

※今後の方向性…（さらなる）拡充・充実、現状維持、見直し、廃止、完了

※総合評価は、主な事業の実施状況（実施評価）、事業対象者への効果（事業評価）の評価をポイント化したものをベースに自動的に判定しています。

※今後の方向性は、施策の内容の総合評価および主な事業の今後の方向性をベースに自動的に判定しています。

※計画期間である平成30年度（2018年度）から令和9年度（2027年度）の本施策の内容に関する推移を示します。

今後の
方向性 ① ① ① ① ①

総合評価 A A A A A

計画期間における達成状況
年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

３　「施策の内容」の総合評価 ４　今後の方向性

実施評価・
事業評価を
根拠とした
「施策の内

容」
の総合評価

区分 選択区分

今後の施策の
内容の方向性

区分 選択区分

A　80点以上
B　60点以上80点未満
C　40点以上60点未満
D　20点以上40点未満
E　20点未満

A

①　効果的な事業構成であるた
め、方向性を維持
②　概ね効果的な事業構成である
が、一部見直し等の余地がある
③　あまり効果的な事業構成では
ないため、見直しの余地が大きい
④　事業構成に問題があるため、
抜本的な見直し等が必要

①

014-10

014-9

014-8

014-7

014-6
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01

02

04

015

効 ◆
実施
評価

誰 ◇
事業
評価

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

015-5

015-4

015-3

すべての小・中・義務教育学校
において、特色ある学校プロ
ジェクトに係る取組を実施し
た。
今後は、家庭及び地域と連携
し学校の独自性を生かした取
組のより一層の推進を図り、取
組を進める予定である。

小・中・義務教育学校の児童生
徒

すべての小・中・義務
教育学校で実施

教育研究
支援課

学校の独自性や地域のよさを生かし
て、子どもたちが安心して学べる環境
づくりや学力向上を図る

8,450 現状維持

各中学校区及び義務教育学校の特
色を生かした９年間を見据えた教育
活動の充実

2,070 現状維持

015-2

特色ある
学校プロ
ジェクト推
進事業

「特色ある学校プ
ロジェクト」を推進
し、学校・家庭・地
域が一体となった
総合的な教育力
の育成

家庭及び地域と連携し学校の独自性
を生かした特色ある学校づくりを進め
る

すべての小・中・義務
教育学校で実施

015-1

小中一貫
教育ネクス

ト事業

これまでの小中
一貫教育の取組
を基盤とし、英語
教育や道徳教育
等の授業改善を
図ることにより、
子どもたちに求め
られる資質・能力
を育成

児童生徒の学力の向上、学校生活
の充実及び豊かな人間性や社会性
の育成

すべての中学校区及び
義務教育学校で実施

中学校区における重点的な課題につ
いて学校間や教職員間で共有するとと
もに、教員による授業や活動の相互参
観や各中学校区の特色を生かした活
動の充実に係る取り組みを進めた。
今後は、９年間を見据え、校種間の接
続を意識した取組をより一層の充実を
図り、津市架け橋プログラムからつな
がるよう、連続性・一貫性のある学び
に向けた取組を進める。

各中学校区及び義務教育学校
の児童生徒

すべての中学校区及び
義務教育学校で実施

教育研究
支援課

事業の
振り返りとこれから

（実施評価、事業評価、
今後の方向性を選んだ理由）

事業の実施により
直接的に表れる効果

当初の
事業実施計画

誰のための事業か 事業評価の主な視点

担当課 何のための事業か 決算額
今後の
方向性

担当部局 教育委員会

施策の内容
（第２次基本計画）

※目指す方向性・各
事業の実施により期

待される効果

授業改善に取り組むとともに、保護者との連携により家庭学習を充実させて、子ど
もたちの学習意欲を高め、学力の向上に向けた取組を強化します。

２　「施策の内容」に係る主な事業の評価（事務事業評価）

番
号

事業名
事業の内容

事業の目的 事業の評価

施策 学校教育の充実 本冊ページ 49

関連個別計画 津市教育振興ビジョン前期基本計画（平成30年度～令和４年度）

施策の内容評価シート(令和４年度分)
１　計画における位置付け

政
策
体
系

総
合
計
画

目標 子どもたちの未来が輝くまちづくり

基本政策 子どもたちの生きる力を育み成長を支える環境の充実 管理コード 010204015
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施策の内容評価シート(令和４年度分)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

※実施評価（計画どおり実施したか）…◎=計画を達成（100％以上） ○=概ね計画どおり（80％以上～100％未満） △=計画を下回った（50％以上～80％未満） ×=計画を大きく下回った（50％未満）

※事業評価（効果があったか）…◎=大いに効果が認められる ○=ある程度の効果が認められる △=あまり効果がなかった/事業完了前につき効果の発現に至っていない ×=効果を測定できない

※今後の方向性…（さらなる）拡充・充実、現状維持、見直し、廃止、完了

※総合評価は、主な事業の実施状況（実施評価）、事業対象者への効果（事業評価）の評価をポイント化したものをベースに自動的に判定しています。

※今後の方向性は、施策の内容の総合評価および主な事業の今後の方向性をベースに自動的に判定しています。

※計画期間である平成30年度（2018年度）から令和9年度（2027年度）の本施策の内容に関する推移を示します。

今後の
方向性 ① ① ① ① ①

総合評価 A A A A A

計画期間における達成状況
年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

３　「施策の内容」の総合評価 ４　今後の方向性

実施評価・
事業評価を
根拠とした
「施策の内

容」
の総合評価

区分 選択区分

今後の施策の
内容の方向性

区分 選択区分

A　80点以上
B　60点以上80点未満
C　40点以上60点未満
D　20点以上40点未満
E　20点未満

A

①　効果的な事業構成であるた
め、方向性を維持
②　概ね効果的な事業構成である
が、一部見直し等の余地がある
③　あまり効果的な事業構成では
ないため、見直しの余地が大きい
④　事業構成に問題があるため、
抜本的な見直し等が必要

①

015-10

015-9

015-8

015-7

015-6
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01

02

04

016

効 ◆
実施
評価

誰 ◇
事業
評価

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

016-5

016-4

016-3

計画していた事業の工事
が全て完了したため「◎」と
した。
今後も引き続き学校施設の
適切な維持管理に努めて
いく。

子どもたち 施設整備件数

教育総務
課

安全安心な学習環境の下で学ぶ
ことができる

576,811 現状維持

安全安心な学習環境の下で学ぶ
ことができる

454,988 現状維持

016-2

中学校施
設整備事
業（中学校
施設維持
補修事業）

中学校施設長寿
命化改修、設備
改修等

中学校施設の計画的な改修整備を
進め、子どもたちの学習環境の改善
に努める

長寿命化改修（工事）２校

016-1

小学校施
設整備事
業（小学校
施設維持
補修事業）

小学校施設長寿
命化改修、設備
改修等

小学校施設の計画的な改修整備を
進め、子どもたちの学習環境の改善
に努める

長寿命化改修（工事）１校
消火設備改修（工事）３校 計画していた事業の工事

が全て完了したため「◎」と
した。
今後も引き続き学校施設の
適切な維持管理に努めて
いく。

子どもたち 施設整備件数

教育総務
課

事業の
振り返りとこれから

（実施評価、事業評価、
今後の方向性を選んだ理由）

事業の実施により
直接的に表れる効果

当初の
事業実施計画

誰のための事業か 事業評価の主な視点

担当課 何のための事業か 決算額
今後の
方向性

担当部局 教育委員会

施策の内容
（第２次基本計画）

※目指す方向性・各
事業の実施により期

待される効果

安全でより快適な学校環境を整えるため、校舎の大規模改造工事等を順次進める
とともに、平成32年（2020年）度までにすべての小中学校の普通教室へエアコンを
設置します。

２　「施策の内容」に係る主な事業の評価（事務事業評価）

番
号

事業名
事業の内容

事業の目的 事業の評価

施策 学校教育の充実 本冊ページ 49

関連個別計画 津市教育振興ビジョン前期基本計画（平成30年度～令和４年度）

施策の内容評価シート(令和４年度分)
１　計画における位置付け

政
策
体
系

総
合
計
画

目標 子どもたちの未来が輝くまちづくり

基本政策 子どもたちの生きる力を育み成長を支える環境の充実 管理コード 010204016
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施策の内容評価シート(令和４年度分)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

※実施評価（計画どおり実施したか）…◎=計画を達成（100％以上） ○=概ね計画どおり（80％以上～100％未満） △=計画を下回った（50％以上～80％未満） ×=計画を大きく下回った（50％未満）

※事業評価（効果があったか）…◎=大いに効果が認められる ○=ある程度の効果が認められる △=あまり効果がなかった/事業完了前につき効果の発現に至っていない ×=効果を測定できない

※今後の方向性…（さらなる）拡充・充実、現状維持、見直し、廃止、完了

※総合評価は、主な事業の実施状況（実施評価）、事業対象者への効果（事業評価）の評価をポイント化したものをベースに自動的に判定しています。

※今後の方向性は、施策の内容の総合評価および主な事業の今後の方向性をベースに自動的に判定しています。

※計画期間である平成30年度（2018年度）から令和9年度（2027年度）の本施策の内容に関する推移を示します。

今後の
方向性 ① ① ① ① ①

総合評価 A A A A A

計画期間における達成状況
年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

３　「施策の内容」の総合評価 ４　今後の方向性

実施評価・
事業評価を
根拠とした
「施策の内

容」
の総合評価

区分 選択区分

今後の施策の
内容の方向性

区分 選択区分

A　80点以上
B　60点以上80点未満
C　40点以上60点未満
D　20点以上40点未満
E　20点未満

A

①　効果的な事業構成であるた
め、方向性を維持
②　概ね効果的な事業構成である
が、一部見直し等の余地がある
③　あまり効果的な事業構成では
ないため、見直しの余地が大きい
④　事業構成に問題があるため、
抜本的な見直し等が必要

①

016-10

016-9

016-8

016-7

016-6
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01

02

04

017

効 ◆
実施
評価

誰 ◇
事業
評価

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)8,432 現状維持

調理室へ空調設備の設置が
完了し、調理環境が改善され
た。
今後は、長寿命化改修に係る
実施設計を経て改修工事を行
うことにより、安定的に安全安
心な給食提供ができる環境を
整えていく。

017-5

給食セン
ター施設
整備事業 施設の長寿命化

及び環境改善

施設の長寿命化及び環境改善により
より良い調理環境で調理ができ、安
心安全な給食を安定的に提供できる

施設の長寿命化改修及
び調理室への空調設備
の設置

児童・生徒及び調理員
調理室の環境が改善
されたか

教育総務
課

より良い調理環境で調理ができ、安
心安全な給食を安定的に提供できる

学校給食施設で調理した給食
を幼稚園に提供するための環
境を整えるとともに栄養バラン
スの取れた安全安心な給食を
提供することができた。
今後も、給食実施園で安全安
心な給食が提供できるよう、環
境整備に努めていく。

幼稚園児
園児に安心安全で栄養バラ
ンスの取れた給食を提供で
きたか

教育総務
課

安心安全な給食を喫食できる 268 現状維持

110,119 現状維持

給食室の設備等の維持管理を
行うとともに、栄養バランスの
取れた安全安心な給食を提供
することができた。
今後も設備等の維持管理に努
めていく。

017-4

幼稚園給
食事業

幼稚園の給食提
供にかかる経費

設置者により給食を実施している幼
稚園の園児に安心安全な給食の提
供ができる

安心安全で栄養バラン
スの取れた給食提供

017-3

学校給食
事業 給食室の維持管

理、学校給食調
理員の報酬等

設置者により児童・生徒に安心安全
な学校給食の提供ができる

安心安全で栄養バラン
スの取れた給食提供

児童・生徒
児童・生徒に安心安全で栄
養バランスの取れた学校給
食を提供できたか

教育総務
課

安心安全な給食を喫食できる

給食センターの設備等の維持管理
を行うとともに、栄養バランスの取
れた安心安全な給食を提供するこ
とができた。中央学校給食センター
では、調理・配送の委託業務によ
り、安心安全な給食を安定的に提
供することができた。
今後も設備等の維持管理に努める
とともに、調理・配送業務の委託に
ついては、継続していく。

児童・生徒

安定的に調理・配送が行え、児
童・生徒に安心安全で栄養バラ
ンスの取れた学校給食の提供が
できたか

教育総務
課

安心安全な給食を喫食できる 281,077 現状維持

保存食に要する経費を負担すること
による、給食事業の円滑な運営 42,605 現状維持

017-2

給食セン
ター管理
運営事業

給食センターの
維持管理、学校
給食調理員の報
酬、調理・配送業
務委託等

設置者により児童・生徒に安心
安全な学校給食の提供ができる

安心安全で栄養バラン
スの取れた給食提供

017-1

健康教育
推進事業

学校給食の安全
と質の向上を期
するため、保存食
に要する経費相
当額を負担

学校が安全安心な給食を提供で
きる

保存食相当額の負担
食中毒等の事故が発生した際
に原因調査の要となる学校給
食衛生管理基準に基づく保存
食に要する経費相当額を負担
することにより、各校等の給食
会計の負担軽減が図られた。
今後も、保存食に係る各校等
の給食会計の負担軽減が図ら
れるよう支援していく。

児童・生徒の保護者
各学校等の給食会計の
負担軽減が図られたか

教育総務
課

事業の
振り返りとこれから

（実施評価、事業評価、
今後の方向性を選んだ理由）

事業の実施により
直接的に表れる効果

当初の
事業実施計画

誰のための事業か 事業評価の主な視点

担当課 何のための事業か 決算額
今後の
方向性

担当部局 教育委員会

施策の内容
（第２次基本計画）

※目指す方向性・各
事業の実施により期

待される効果

子どもたちの健全な心身の発達を支える給食をより安全に提供するため、給食セ
ンターや給食施設は計画的・効率的な改修を進めます。

２　「施策の内容」に係る主な事業の評価（事務事業評価）

番
号

事業名
事業の内容

事業の目的 事業の評価

施策 学校教育の充実 本冊ページ 49

関連個別計画 津市教育振興ビジョン前期基本計画（平成30年度～令和４年度）

施策の内容評価シート(令和４年度分)
１　計画における位置付け

政
策
体
系

総
合
計
画

目標 子どもたちの未来が輝くまちづくり

基本政策 子どもたちの生きる力を育み成長を支える環境の充実 管理コード 010204017
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施策の内容評価シート(令和４年度分)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

※実施評価（計画どおり実施したか）…◎=計画を達成（100％以上） ○=概ね計画どおり（80％以上～100％未満） △=計画を下回った（50％以上～80％未満） ×=計画を大きく下回った（50％未満）

※事業評価（効果があったか）…◎=大いに効果が認められる ○=ある程度の効果が認められる △=あまり効果がなかった/事業完了前につき効果の発現に至っていない ×=効果を測定できない

※今後の方向性…（さらなる）拡充・充実、現状維持、見直し、廃止、完了

※総合評価は、主な事業の実施状況（実施評価）、事業対象者への効果（事業評価）の評価をポイント化したものをベースに自動的に判定しています。

※今後の方向性は、施策の内容の総合評価および主な事業の今後の方向性をベースに自動的に判定しています。

※計画期間である平成30年度（2018年度）から令和9年度（2027年度）の本施策の内容に関する推移を示します。

今後の
方向性 ① ① ① ① ①

総合評価 A B B B A

計画期間における達成状況
年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

３　「施策の内容」の総合評価 ４　今後の方向性

実施評価・
事業評価を
根拠とした
「施策の内

容」
の総合評価

区分 選択区分

今後の施策の
内容の方向性

区分 選択区分

A　80点以上
B　60点以上80点未満
C　40点以上60点未満
D　20点以上40点未満
E　20点未満

A

①　効果的な事業構成であるた
め、方向性を維持
②　概ね効果的な事業構成である
が、一部見直し等の余地がある
③　あまり効果的な事業構成では
ないため、見直しの余地が大きい
④　事業構成に問題があるため、
抜本的な見直し等が必要

①

017-10

017-9

017-8

017-7

017-6
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01

02

04

018

効 ◆
実施
評価

誰 ◇
事業
評価

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

018-5

30,995 拡充・充実

　就学前日本語教室「つむぎ」
を全８回実施することができ、
高校等への進学割合が95％で
あったため「◎」とした。
　日本語指導が必要な初入国
の児童生徒数が増えてきてい
ることから、今後も本事業の拡
充・充実を進めていく。

018-4

018-3

外国人児
童生徒支
援事業

外国人児童生徒
を支援するため、
初期日本語教室
「きずな」で日本
語指導を行うほ
か、通訳等巡回
担当員を配置

外国につながる児童生徒が、日本の学校に早
く適応することができ、学習・進学意欲の向上
にもつながる

外国につながる児童
生徒教育の充実

外国につながる子ども
進学を希望する外国人
生徒のうち、高校等に進
学した生徒の割合

人権教育
課

外国につながる子どもが日本語で学ぶ力を獲
得し、高等学校等でも学び続けることができる

スクールカウンセラーを配置し、児童生徒
のカウンセリングや情報収集・提供、教職
員及び保護者に対する助言・援助等を実
施した。
また、学級支援サポーターを配置し、児童
生徒の学習活動の支援のほか、悩み相
談や話し相手などの相談活動を実施し
た。
いずれの事業も、児童生徒の問題行動等
の早期発見・早期対応に必要不可欠であ
り、今後も継続して実施する予定である。

児童・保護者・教職員
SC5人を9校と教育支援セン
ター１か所に配置、学級支援
サポーター31人を32校に配置

教育研究
支援課

カウンセリングや助言等の支援を受
け、不安や悩みなどと適切に向き合
い行動することができる

18,276 現状維持

諸課題への早期対応や早期支
援、未然防止を図る

270 現状維持

018-2

スクールカ
ウンセ

ラー・学級
支援サ

ポーター活
用事業

相談活動の充実
を図るため、ス
クールカウンセ
ラー・学級支援サ
ポーターを配置

児童の問題行動等の早期発見・早期
対応を図るとともに、保護者や教職
員に対しても助言・援助等を行う

SC5人を9校と教育支援セン
ター１か所に配置、学級支援
サポーター31人を32校に配置

018-1

三重弁護
士会との
スクール

サポート連
携協定事

業

三重県弁護士会
との連携による、
学校だけでは解
決が困難な事案
の早期解決、未
然防止の取組及
び相談体制の構
築

対応が困難な事例への法律相談や、児童生
徒へのいじめ等の予防教育を実施すること
で、諸課題の組織的解決につなげる

市内各希望校に合計
３０回弁護士を派遣 各校からの希望に応じて、

研修会、法律相談、課題予
防授業等を実施した。
実施校からの評価も高く、
今後も継続して取り組む予
定である。

児童・生徒・保護者・教職員
市内各希望校に合計
３０回弁護士を派遣

教育研究
支援課

事業の
振り返りとこれから

（実施評価、事業評価、
今後の方向性を選んだ理由）

事業の実施により
直接的に表れる効果

当初の
事業実施計画

誰のための事業か 事業評価の主な視点

担当課 何のための事業か 決算額
今後の
方向性

担当部局 教育委員会

施策の内容
（第２次基本計画）

※目指す方向性・各
事業の実施により期

待される効果

特にいじめや不登校、外国につながる子どもに関する課題等に対しては、望ましい
学級規模によりきめ細かな支援・指導を行うとともに、専門家等との連携を図りな
がら組織的な解決につなげます。

２　「施策の内容」に係る主な事業の評価（事務事業評価）

番
号

事業名
事業の内容

事業の目的 事業の評価

施策 学校教育の充実 本冊ページ 49

関連個別計画 津市教育振興ビジョン前期基本計画（平成30年度～令和４年度）

施策の内容評価シート(令和４年度分)
１　計画における位置付け

政
策
体
系

総
合
計
画

目標 子どもたちの未来が輝くまちづくり

基本政策 子どもたちの生きる力を育み成長を支える環境の充実 管理コード 010204018
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施策の内容評価シート(令和４年度分)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

※実施評価（計画どおり実施したか）…◎=計画を達成（100％以上） ○=概ね計画どおり（80％以上～100％未満） △=計画を下回った（50％以上～80％未満） ×=計画を大きく下回った（50％未満）

※事業評価（効果があったか）…◎=大いに効果が認められる ○=ある程度の効果が認められる △=あまり効果がなかった/事業完了前につき効果の発現に至っていない ×=効果を測定できない

※今後の方向性…（さらなる）拡充・充実、現状維持、見直し、廃止、完了

※総合評価は、主な事業の実施状況（実施評価）、事業対象者への効果（事業評価）の評価をポイント化したものをベースに自動的に判定しています。

※今後の方向性は、施策の内容の総合評価および主な事業の今後の方向性をベースに自動的に判定しています。

※計画期間である平成30年度（2018年度）から令和9年度（2027年度）の本施策の内容に関する推移を示します。

今後の
方向性 ① ① ① ① ①

総合評価 B A A A A

計画期間における達成状況
年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

３　「施策の内容」の総合評価 ４　今後の方向性

実施評価・
事業評価を
根拠とした
「施策の内

容」
の総合評価

区分 選択区分

今後の施策の
内容の方向性

区分 選択区分

A　80点以上
B　60点以上80点未満
C　40点以上60点未満
D　20点以上40点未満
E　20点未満

A

①　効果的な事業構成であるた
め、方向性を維持
②　概ね効果的な事業構成である
が、一部見直し等の余地がある
③　あまり効果的な事業構成では
ないため、見直しの余地が大きい
④　事業構成に問題があるため、
抜本的な見直し等が必要

①

018-10

018-9

018-8

018-7

018-6
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01

02

04

019

効 ◆
実施
評価

誰 ◇
事業
評価

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

019-5

019-4

019-3

すべての学校において系統的な人権教育が
取り組まれ、誰もが安心して過ごせる学校づく
りが推進される

1,400 拡充・充実

019-2

019-1

人権教育
推進プロ
ジェクト事

業

中学校区及び義
務教育学校を単
位として子ども人
権フォーラムの開
催や人権教育カ
リキュラムに基づ
いた公開授業等
の実施

児童生徒及び教職員の人権を大
切にしようとする意識が高まる

子ども人権フォーラム
や公開授業等の実施

全ての中学校区において、計
画していた子ども人権フォーラ
ムや公開授業等が実施でき、
参加した児童生徒や教職員の
意識に高まりがみられたため
「◎」とした。今後も、中学校区
の人権課題に即した事業内容
となるよう取組を進める。

小・中・義務教育学校の児童生
徒及び教職員

フォーラムや公開授業
の感想（満足度、安心感
等）

人権教育
課

事業の
振り返りとこれから

（実施評価、事業評価、
今後の方向性を選んだ理由）

事業の実施により
直接的に表れる効果

当初の
事業実施計画

誰のための事業か 事業評価の主な視点

担当課 何のための事業か 決算額
今後の
方向性

担当部局 教育委員会

施策の内容
（第２次基本計画）

※目指す方向性・各
事業の実施により期

待される効果

人権意識を培うため、発達段階に即した人権教育を推進します。

２　「施策の内容」に係る主な事業の評価（事務事業評価）

番
号

事業名
事業の内容

事業の目的 事業の評価

施策 学校教育の充実 本冊ページ 49

関連個別計画 津市教育振興ビジョン前期基本計画（平成30年度～令和４年度）

施策の内容評価シート(令和４年度分)
１　計画における位置付け

政
策
体
系

総
合
計
画

目標 子どもたちの未来が輝くまちづくり

基本政策 子どもたちの生きる力を育み成長を支える環境の充実 管理コード 010204019
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施策の内容評価シート(令和４年度分)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

※実施評価（計画どおり実施したか）…◎=計画を達成（100％以上） ○=概ね計画どおり（80％以上～100％未満） △=計画を下回った（50％以上～80％未満） ×=計画を大きく下回った（50％未満）

※事業評価（効果があったか）…◎=大いに効果が認められる ○=ある程度の効果が認められる △=あまり効果がなかった/事業完了前につき効果の発現に至っていない ×=効果を測定できない

※今後の方向性…（さらなる）拡充・充実、現状維持、見直し、廃止、完了

※総合評価は、主な事業の実施状況（実施評価）、事業対象者への効果（事業評価）の評価をポイント化したものをベースに自動的に判定しています。

※今後の方向性は、施策の内容の総合評価および主な事業の今後の方向性をベースに自動的に判定しています。

※計画期間である平成30年度（2018年度）から令和9年度（2027年度）の本施策の内容に関する推移を示します。

今後の
方向性 ① ① ① ① ①

総合評価 A A A A A

計画期間における達成状況
年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

３　「施策の内容」の総合評価 ４　今後の方向性

実施評価・
事業評価を
根拠とした
「施策の内

容」
の総合評価

区分 選択区分

今後の施策の
内容の方向性

区分 選択区分

A　80点以上
B　60点以上80点未満
C　40点以上60点未満
D　20点以上40点未満
E　20点未満

A

①　効果的な事業構成であるた
め、方向性を維持
②　概ね効果的な事業構成である
が、一部見直し等の余地がある
③　あまり効果的な事業構成では
ないため、見直しの余地が大きい
④　事業構成に問題があるため、
抜本的な見直し等が必要

①

019-10

019-9

019-8

019-7

019-6
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01

02

04

020

効 ◆
実施
評価

誰 ◇
事業
評価

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ○

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ △

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

020-5

16 現状維持

学校教育と社会教育が連携
し、研修会が開催できたため
実施評価は「◎」とした。令和４
年度から複数年度をかけて地
域コーディネーター数を増やし
ていく事業のため、事業評価
は「△」とした。研修会だけでは
なく、支援や情報発信も継続し
て行っていく。

020-4

020-3

地域学校
協働活動
推進事業

地域学校協働活
動を推進し、地域
と学校が連携協
働できる仕組み
づくりのための研
修会の開催

地域学校協働活動に対する理解
が進み、制度の周知ができる

地域学校協働活動を
テーマとした研修会の開
催

学校運営協議会委員、地域学校
協働本部構成員、教職員等

学校運営協議会と地域学校
協働本部で活動する地域
コーディネーター数

生涯学習
課

全小・中・義務教育学校に学校運営協議会と
地域学校協働本部で活動する地域コーディ
ネーターが配置され、意思統一された地域学
校協働活動ができる

計画していた事業を全て実施す
ることができたため「◎」とした。
活動内容についてもニーズに合
わせたものに見直しをしており、
事業に対する参加者の評価は高
いが、加入や役員決めなどPTA
に対する問題も提起されている
ため、今後も検証を進めていく。

市内PTA 活動の回数、内容

生涯学習
課

幼児、小中学校の児童生徒の健全
育成及び教育環境整備等を図る活
動がしやすくなる

3,238 現状維持

学校の独自性や地域のよさを生かし
て、子どもたちが安心して学べる環境
づくりや学力向上を図る

8,450 現状維持

020-2

ＰＴＡ連合
会補助事

業

幼児・児童生徒
の健全育成と地
域づくりに資する
団体活動に対す
る補助

津市PTA連合会が補助金を活用し、市内
の幼稚園、小中学校等を単位とするＰＴＡと
連携し、ＰＴＡ活動を行うことができる

団体活動に対する補
助

020-1

特色ある
学校プロ
ジェクト推
進事業

「特色ある学校プ
ロジェクト」を推進
し、学校・家庭・地
域が一体となった
総合的な教育力
の育成

家庭及び地域と連携し学校の独自性
を生かした特色ある学校づくりを進め
る

すべての小・中・義務
教育学校で実施

すべての小・中・義務教育学校
において、特色ある学校プロ
ジェクトに係る取組を実施し
た。
今後は、家庭及び地域と連携
し学校の独自性を生かした取
組のより一層の推進を図り、取
組を進める予定である。

小・中・義務教育学校の児童生
徒

すべての小・中・義務
教育学校で実施

教育研究
支援課

事業の
振り返りとこれから

（実施評価、事業評価、
今後の方向性を選んだ理由）

事業の実施により
直接的に表れる効果

当初の
事業実施計画

誰のための事業か 事業評価の主な視点

担当課 何のための事業か 決算額
今後の
方向性

担当部局 教育委員会

施策の内容
（第２次基本計画）

※目指す方向性・各
事業の実施により期

待される効果

地域と連携して、それぞれの事情に応じた特色ある学校づくりを進めるとともに、通
学区域の見直しや学校規模の適正化などの教育課題について、保護者や地域の
声を活かした学校運営を図るなど、信頼される学校づくりを推進します。

２　「施策の内容」に係る主な事業の評価（事務事業評価）

番
号

事業名
事業の内容

事業の目的 事業の評価

施策 学校教育の充実 本冊ページ 49

関連個別計画 津市教育振興ビジョン前期基本計画（平成30年度～令和４年度）

施策の内容評価シート(令和４年度分)
１　計画における位置付け

政
策
体
系

総
合
計
画

目標 子どもたちの未来が輝くまちづくり

基本政策 子どもたちの生きる力を育み成長を支える環境の充実 管理コード 010204020
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施策の内容評価シート(令和４年度分)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

※実施評価（計画どおり実施したか）…◎=計画を達成（100％以上） ○=概ね計画どおり（80％以上～100％未満） △=計画を下回った（50％以上～80％未満） ×=計画を大きく下回った（50％未満）

※事業評価（効果があったか）…◎=大いに効果が認められる ○=ある程度の効果が認められる △=あまり効果がなかった/事業完了前につき効果の発現に至っていない ×=効果を測定できない

※今後の方向性…（さらなる）拡充・充実、現状維持、見直し、廃止、完了

※総合評価は、主な事業の実施状況（実施評価）、事業対象者への効果（事業評価）の評価をポイント化したものをベースに自動的に判定しています。

※今後の方向性は、施策の内容の総合評価および主な事業の今後の方向性をベースに自動的に判定しています。

※計画期間である平成30年度（2018年度）から令和9年度（2027年度）の本施策の内容に関する推移を示します。

今後の
方向性 ① ① ① ① ①

総合評価 A A A A A

計画期間における達成状況
年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

３　「施策の内容」の総合評価 ４　今後の方向性

実施評価・
事業評価を
根拠とした
「施策の内

容」
の総合評価

区分 選択区分

今後の施策の
内容の方向性

区分 選択区分

A　80点以上
B　60点以上80点未満
C　40点以上60点未満
D　20点以上40点未満
E　20点未満

A

①　効果的な事業構成であるた
め、方向性を維持
②　概ね効果的な事業構成である
が、一部見直し等の余地がある
③　あまり効果的な事業構成では
ないため、見直しの余地が大きい
④　事業構成に問題があるため、
抜本的な見直し等が必要

①

020-10

020-9

020-8

020-7

020-6
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